
３ 三重県男女共同参画審議会による提言・評価（平成25年10月）に対する取組状況

№ 項目名 評 価 取組状況（平成27年6月末現在）

1

①県・市町
における審
議会等委員
への女性の
登用につい
て

県・市町における審議会等委員への女性の
登用については、平成22年度23.5％、平成23
年度24.7％、平成24年度25.1％とその伸びは
遅々としている。また、市町間に大きな格差
がみられ、「社会のあらゆる分野において、
2020年までに、指導的地位に女性が占める割
合が、少なくとも30％程度になるよう期待す
る。」という国及び県の目標の達成が危ぶま
れる状況である。まずは、第２次男女共同参
画基本計画第一期実施計画の目標である平成
27年度28.7％を達成できるよう、とりわけ、
登用率が低い市町に対し助言、支援を行うと
ともに、女性の積極的な登用に向けさらに働
きかけなければならない。

県においても委員選任の際の事前協議を徹
底する等、各部局に対しバランスのとれた審
議会が増加するよう強く求めるべきである。
特に、県・市町を問わず、女性委員が０人の
審議会等については、早急の改善が必要であ
る。

平成26年度の市町における審議会等委員への女性の登
用率は24.8％であり、市町別の登用状況を県民に公表す
るとともに、登用促進要綱の策定や登用目標の設定など
具体的な取組が行われるよう、引き続き市町に働きかけ
ていきます。
県の審議会等委員への女性の登用については、「男女

共同参画の視点で進める三重県附属機関等への委員選任
基本要綱」に基づき、男女のいずれか一方の数が委員総
数の十分の四未満となる場合には事前協議を求めるなど
の取組を行っています。男女のバランスが取れた附属機
関等の割合は66.7％（H27.4.1現在）であり、今後も、
委員選任計画の作成や事前協議の徹底を行うとともに、
公募委員枠の設定や慣行による委員選任の見直し等、各
部局及び登用率の低い審議会に積極的に働きかけ、バラ
ンスのとれた審議会の増加や女性委員のいない審議会の
解消に努めていきます。（環境生活部）

2

②県におけ
る女性の登
用について

県の女性職員の管理職への登用について
は、管理職ポストの減少等の実態を踏まえた
指標とすべきとの当審議会の提言等に基づ
き、第一期実施計画において指標を人数から
率に変更したところである。管理職への女性
職員登用率（教員及び警察職員を除く）は、
平成22年度7.4％、平成23年度7.7％、平成24
年度7.4％と一進一退の状況である。女性職員
が能力を発揮しながら働き続けることができ
るよう職場環境を整えるとともに、性別によ
らない人材育成及び女性の積極的登用を推進
しなければならない。

「女性登用の推進」を人事異動方針の項目のひとつに
掲げ、若い世代から多様な職域へ配置し、様々な業務を
経験する中でマネジメント能力を培えるような人材育成
と、女性職員が自己の能力をより発揮できる職場環境づ
くりを進め、適材適所の人事配置を行っています。
なお、平成27年度の管理職への女性職員登用率（教員

及び警察職員を除く）は、8.7％となり、第一期実施計
画の目標値を達成しました。
また、労使協働による男女協働小委員会において、女

性職員の登用や次世代育成支援の取組などについて議論
しており、今後も女性職員を取り巻く職場環境を整える
取組を行っていきます。（総務部）

3

③教育委員
会における
女性の登用
について

教育委員会における女性教員の管理職登用
については、公立学校管理職（教頭）任用候
補者選考試験への推薦枠を男性１名女性１名
ずつとし、積極的に女性教員に対し選考試験
の受験を勧めていることは評価できる。

しかし、管理職選考試験の受験者に占める
女性の割合は伸び悩んでいることから、アン
ケート調査等によりその原因を把握する等
し、管理職登用の促進に取り組んでいかなけ
ればならない。

女性教員が管理職をめざせるよう、平成25年度実施の
管理職選考試験から、受験年齢を小中学校は57歳、県立
学校は55歳まで引き上げています。
また、平成26年度実施の選考試験から、管理職選考試

験（教頭試験）の各学校等の推薦枠を女性については２
名に拡大しています。
引き続き、人事異動基本方針に「管理職への積極的な

女性登用」を明記し、女性管理職の登用につながる各学
校での女性教諭の主任への配置や、教育委員会事務局へ
の配置を働きかけるとともに、管理職選考の受験につい
て、管理職からの女性教員への働きかけを依頼していき
ます。（教育委員会）

4

④人事委員
会における
女性受験者
増加に向け
た取組につ
いて

県職員採用試験Ａ試験（大学卒業者等が対
象）における女性受験者の割合は平成22年度
34.4％、平成23年度33.9％、平成24年度
31.9％と徐々に低下している。男女の格差な
く働き続けられる職場であることを十分ア
ピールする等、女性受験者の増加に向けて積
極的に取り組まなければならない。

平成26年度は、職場見学（1月～2月に16回開催）の機
会や大学等の説明会（18箇所参加）において、男女が共
に参画して働くことができる職場であることをＰＲしま
した。また、12月と3月に津市内で開催した説明会で
は、女性が質問しやすいよう、質問コーナーの中に特に
女性職員相談コーナーを設けました。
平成27年度は、これまでのＰＲの機会に加え、大学訪

問時においても積極的に情報提供を行っていきます。
なお、平成27年度県職員採用試験Ａ試験における女性

受験者の割合は、35.45％に上昇しています。（人事委
員会）
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№ 項目名 評 価 取組状況（平成27年6月末現在）

5

⑤地域で活
躍できる人
材の発掘・
育成につい
て

地域における男女共同参画の推進役となる
人材の発掘・育成に努めてきたが、思うよう
に進んでいない状況にある。今後は、一層の
人材の発掘・育成を図るだけでなく、これま
で育成した男女共同参画推進サポーターなど
の人材が地域において活躍できるよう支援す
るとともに、さまざまな分野で既に活躍して
いる方々に男女共同参画の推進役を担ってい
ただけるよう取組を進めなければならない。

平成26年度も引き続き、「地域リーダー養成講座」を
三重県男女共同参画センターで開催し、「防災」を切り
口に男女共同参画の視点を持って地域で活躍する人材の
育成を図りました。（参加者数、延べ84人）
これまで育成した男女共同参画推進サポーターに関し

ては、男女共同参画センターから情報誌や事業案内など
の情報発信をしています。
また、さまざまな分野で既に活躍している方々をセミ

ナーの講師に招聘するなどし、ロールモデルとして情報
発信していきます。（環境生活部）

6

①男女共同
参画意識の
県民への普
及度につい
て

男女共同参画意識の県民への普及度につい
ては、定期的に調査を行い、実態を把握し評
価する必要がある。

また、三重県の特徴について分析を行い、
効果的な施策の実施につなげなければならな
い。

平成27年1月にｅ－モニターを活用したアンケート調
査を実施しました。今後も、みえ県民意識調査やｅ－モ
ニターによるアンケート調査を活用しながら、男女共同
参画意識の普及度を定期的に把握していきます。また、
平成27年度は県民意識調査を実施し、国や他県調査との
比較等を通じて三重県の特徴を把握して、男女共同参画
施策の効果的な実施のための基礎データとして活用して
いきます。（環境生活部）

7

②情報発信
の工夫と強
化について

県民への男女共同参画の意識啓発等につい
て、ホームページ、各種広報紙、ラジオ等を
通じて情報発信を行っているが、男女共同参
画の意義や必要な情報が十分に伝わらず、意
識が浸透したとは言えない状況にある。県民
にその意義が理解され、幅広く関心を持って
もらえるよう、ホームページをはじめとする
さまざまな広報媒体による情報発信について
工夫と強化に取り組まなければならない。

また、国内の動向や関連情報の提供等、内
容の充実にも取り組む必要がある。

県ホームページや県広報「県政だよりみえ」等各種広
報媒体、三重県男女共同参画センターによる利用者ニー
ズに合わせた新たなホームページ（平成27年1月運用開
始）やツイッターなどにより、男女共同参画に関するさ
まざまな情報を各世代に効果的に発信できるよう取り組
んでいます。
また、国内の動向や関連情報を収集し、内容を充実さ

せるとともに、わかりやすく情報提供していきます。
（環境生活部）

8

③男女共同
参画セン
ターが開催
する講座・
イベント等
について

男女共同参画センターが開催する講座・イ
ベント等における参加者は、着実に増えてお
り、平成24年度も約２万２千人が参加してい
る。また、男性を対象とした意識啓発にも取
り組んでいるところであるが、今後も男女共
同参画・ＮＰＯ課と密接な連携を図り、各種
取組を進める必要がある。

講座・イベントの参加が日常の実践につな
がるよう、アンケートで参加後の実践意欲に
ついて問う等の工夫が求められる。

三重県男女共同参画センターと男女共同参画・ＮＰＯ
課で情報共有会議を開催するなど、密接な連携を図りな
がら講座・イベント等が効果的に実施できるよう取り組
んでいます。
また、地域の男女共同参画推進に関わる活動者が高齢

化する中、新しい時代のニーズにあった人材育成講座を
実施し、男女共同参画の視点を持って地域で活躍できる
人材を育成するとともに、講座・イベントの参加者に対
するアンケートでは、質問内容を工夫し、気づきを確認
して日常の実践への意識付けが図られるよう取り組みま
す。（環境生活部）

9

④教育現場
における男
女共同参画
推進につい
て

男女共同参画に関する取組状況の調査で
は、教員に対する校内研修を実施した学校や
教科等に男女共同参画の視点を位置づけた学
校の割合は高い数値を示している。今後は研
修後のアンケートの実施や理解度の確認等、
取組の評価や検証を十分に行い、継続的な改
善を図らなければならない。

（県立学校）指導主事の学校訪問時等に、様々な教育活
動の実践を指導助言する中で、各校において男女共同参
画に係る指導や、引き続き教職員に対する研修を進める
よう依頼しました。

（公立小中学校及び幼稚園）平成27年2月の調査では、
「教科等に男女共同参画の視点を位置づけて指導した学
校・園の割合」は幼・小・中・高・特別支援学校を合わ
せて95.5％、「男女共同参画に係る研修会を実施した学
校・園の割合」は、74.9％となっています。これを踏ま
え、未実施の学校に対しては実施を働きかけるととも
に、実施している学校についても男女共同参画の理解を
深める教育がさらに推進されるよう、また研修内容の充
実が図られるよう、教務担当者会議等の機会を通じて、
市町等教育委員会と継続的に連携して取り組みます。
（教育委員会）
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№ 項目名 評 価 取組状況（平成27年6月末現在）

10

⑤理工系分
野をはじめ
とするさま
ざまな分野
への女性の
進出につい
て

高校生の主体的な進路選択が可能となるよ
う、大学のオープンキャンパスへの参加促進
等の取組を進めている。

一方で、理工系を志望する女子生徒が少な
いことや工業高校、商業高校において男女比
に偏りがみられることから、進路や職業等の
選択において性別にとらわれない選択ができ
るよう、小中学校でのキャリア教育と高等学
校でのキャリア教育各々の充実と連携に取り
組まなければならない。

平成26年度に実施した三重県高等学校科学オリンピッ
クにおいて、参加者総数102名のうち、37名の女子生徒
が参加しました。また、医学部進学セミナーにおいて
は、43名の女子生徒が参加しました。両事業とも平成27
年度も引き続き実施する予定です。（教育委員会）

11

⑥男女共同
参画に関す
る国際的な
取組等につ
いて

世界女性会議に参加した女性らが県内の男
女共同参画を牽引したように、男女共同参画
に関する国際的な動向を的確に、かつ迅速に
把握するとともに、県がイニシアチブをとっ
て、県民が国際的な取組にも関心を持ち、参
加できるよう情報提供していくことが重要で
ある。

男女共同参画に関する国際的な動向についても、情報
収集を図り、三重県男女共同参画センターを通じて紹介
するなど、県民が国際的な取組にも関心が持てるよう、
情報提供していきます。（環境生活部）

12

①女性の能
力発揮促進
への企業の
取組につい
て

女性の能力発揮促進への取組状況につい
て、「取り組んでいる」企業は平成24年度
27.9％と平成27年度の目標である27％を超え
ているが、10人から29人の小規模な企業ほど
取組が遅れている。これら企業に対しては、
同規模の企業における取組事例の情報提供等
のきめ細かな支援と経営者への働きかけによ
り取組を推進しなければならない。

また、働く女性が職場において妊娠・出産
を理由とした不利益な取り扱いや嫌がらせ
（マタニティ・ハラスメント）を受けないよ
う、必要な知識の普及や企業等への啓発に努
めなければならない。

企業が女性を活かす職場づくりを進めるため、マタニ
ティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメント（以
下、「マタハラ、パタハラ」という。）の防止に向けた
経営者、人事労務担当者等を対象とするセミナーを平成
26年９月に開催しました。
同時に、従業員等に対するマタハラ、パタハラの防止

意識の向上を図り、誰もが働きやすい職場風土づくりを
進めるため、企業が実施する研修会等へ講師を派遣しま
した。（９か所10回）
企業等に向けて、マタハラ、パタハラについて理解を

深めるリーフレットを配布し、広く啓発しました。
また、妊娠・出産・育児と仕事の両立を希望する女性

を対象にした座談会を３回（津市、四日市市、伊勢市）
開催し、法令や支援制度、ロールモデルの両立術等の情
報を提供するとともに、参加者によるフリートークを行
うなど、女性がキャリア継続するための支援を行いまし
た。
平成27年度は、企業が実施するファミリーデーの経費

の一部を助成し、マタハラ、パタハラの防止につながる
取組を支援します。
また、これから就職する大学生を対象に、妊娠・出

産、育児等に関する法令や支援制度、就業継続型と中断
型の所得の違い、「男は仕事、女は家庭」等の性別役割
分担意識にとらわれない働き方等を学ぶ講座を開催しま
す。（環境生活部）

仕事と家庭の両立や女性の活躍など積極的に取り組む
企業等を「男女がいきいきと働いている企業」として76
社認証し、うち4社を表彰しました。表彰企業の取組事
例については、パンフレットを作成・配布するととも
に、ホームページや機関紙への掲載など広く紹介するこ
とで、より多くの企業に取組が進むよう普及・啓発を行
いました。
また、企業における仕事と家庭の両立を進めるため、

労使間協議の場の設置や働き方の見直しへの助言、就業
規則改正等に対する専門家派遣など、企業の取組状況に
応じた支援を行いました。
さらに、企業経営者や人事労務担当者等を対象とした

「働き方改革促進セミナー」を開催し、ワーク・ライ
フ・バランスの必要性や進め方などを紹介するととも
に、「仕事と家庭が両立できる職場づくり支援事業」に
より制度改革や風土改革に取り組んだ事例を紹介し、企
業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を広く周
知・啓発しました。（雇用経済部）
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№ 項目名 評 価 取組状況（平成27年6月末現在）

13

②企業にお
ける多様な
就業形態の
導入につい
て

多様な就労形態を導入している企業の割合
については、平成21年度30.6％、平成22年度
24.4％、平成23年度26.4％、平成24年度
24.2％と進展がみられない状況にある。女性
の活躍を促進するためには、長時間労働の是
正をはじめとする働き方改革を進め、ライフ
スタイルに合った多様な働き方を選択できる
ことが不可欠である。短時間勤務制度、フ
レックスタイム制度、在宅勤務制度等多様か
つ柔軟な制度が導入されるよう、研修会等の
開催や意欲的な企業の取組事例の情報の提供
等により、企業の取組促進に努めなければな
らない。

特に経営者への働きかけを強化することが
重要である。

企業の経営者等を対象に、どのように女性の活躍を推
進していけばよいか等について学ぶセミナーを男女共同
参画フォーラムの一環として11月8日に開催し、153名の
参加がありました。
また、男性上司が女性を理解し、適切に人材育成でき

るよう、「女性社員を部下に持つ男性管理職のためのセ
ミナー」を2月10日に開催し、30名の定員を上回る35名
の参加がありました。（環境生活部）

仕事と家庭の両立や女性の活躍など積極的に取り組む
企業等を「男女がいきいきと働いている企業」として76
社認証し、うち4社を表彰しました。表彰企業の取組事
例については、パンフレットを作成・配布するととも
に、ホームページや機関紙への掲載など広く紹介するこ
とで、より多くの企業に取組が進むよう普及・啓発を行
いました。
また、企業における仕事と家庭の両立を進めるため、

労使間協議の場の設置や働き方の見直しへの助言、就業
規則改正等に対する専門家派遣など、企業の取組状況に
応じた支援を行いました。
さらに、企業経営者や人事労務担当者等を対象とした

「働き方改革促進セミナー」を開催し、ワーク・ライ
フ・バランスの必要性や進め方などを紹介するととも
に、「仕事と家庭が両立できる職場づくり支援事業」に
より制度改革や風土改革に取り組んだ事例を紹介し、企
業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を広く周
知・啓発しました。（雇用経済部）

③企業にお
ける女性管
理職の登用
について

少子高齢・人口減少社会の中で、経済を活
性化し、企業が持続的に成長していくために
女性の活躍が不可欠である。しかし、県内企
業における管理職に占める女性の割合は、平
成22年度7.7％、平成23年度7.8％、平成24年
度10.0％と低水準で推移している。女性管理
職の登用が進むには、前提となる女性の人材
育成や女性が働き続けられる環境の整備が必
要であり、こうした取組を行う企業に対し、
経済的インセンティブの付与等を含めた積極
的な支援を行うべきである。

平成26年8月に、地域経済団体等を構成団体とする
「みえ女性活躍推進連携会議」を開催し、女性の活躍推
進に関する行動計画を定めるとともに、9月には、各企
業・団体等のトップのリーダーシップによる取組を「見
える化」し、広く女性活躍推進の機運を醸成する「女性
の大活躍推進三重県会議」を設置し、会員募集を開始し
ました。
平成26年11月には三重県会議のキックオフ大会を開催

するとともに、女性管理職のネットワーク交流会や女性
のための起業セミナー等を開催するなど、県内の女性管
理職の登用に向けた取組を実施しました。
平成27年度は、引き続き三重県会議への加入促進を図

るとともに、新たな取組として、女性の活躍推進に取り
組む企業へアドバイザーを無料で派遣する予定であり、
取組事例をモデルケースとしてホームページやリーフ
レットで広く公表することにより、女性管理職の登用を
含む、県内の女性活躍推進の更なる機運醸成に繋げてい
きます。（H27.6.26現在 会員119団体 取組宣言30団
体）（環境生活部）

14 仕事と家庭の両立や女性の活躍など積極的に取り組む
企業等を「男女がいきいきと働いている企業」として76
社認証し、うち4社を表彰しました。表彰企業の取組事
例については、パンフレットを作成・配布するととも
に、ホームページや機関紙への掲載など広く紹介するこ
とで、より多くの企業に取組が進むよう普及・啓発を行
いました。
また、企業における仕事と家庭の両立を進めるため、

労使間協議の場の設置や働き方の見直しへの助言、就業
規則改正等に対する専門家派遣など、企業の取組状況に
応じた支援を行いました。
さらに、企業経営者や人事労務担当者等を対象とした

「働き方改革促進セミナー」を開催し、ワーク・ライ
フ・バランスの必要性や進め方などを紹介するととも
に、「仕事と家庭が両立できる職場づくり支援事業」に
より制度改革や風土改革に取り組んだ事例を紹介し、企
業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を広く周
知・啓発しました。（雇用経済部）
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15

④ワーク・
ライフ・バ
ランスの推
進について

ワーク・ライフ・バランスの推進に向け
て、講演会や研修会等を開催しているが、そ
の推進に取り組んでいる企業の割合は、平成
27年度の目標を37％としているのに対し、平
成23年度27.1％、平成24年度28.6％と伸び悩
んでいる。ワーク・ライフ・バランスを推進
するためには、企業全体の意識改革が不可欠
であり、企業内で説明会や研修会を行う場合
の支援等も検討すべきである。

また、就業規則や制度を含めた仕組みづく
りについて専門家によるきめ細かな支援を行
い、ワーク・ライフ・バランスを進めること
も必要である。

企業における仕事と家庭の両立を進めるため、労使間
協議の場の設置や働き方の見直しへの助言、就業規則改
正等に対する専門家派遣など、企業の取組状況に応じた
支援を行いました。
また、企業経営者や人事労務担当者等を対象とした

「働き方改革促進セミナー」を開催し、ワーク・ライ
フ・バランスの必要性や進め方などを紹介するととも
に、「仕事と家庭が両立できる職場づくり支援事業」に
より制度改革や風土改革に取り組んだ事例を紹介し、企
業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を広く周
知・啓発しました。（雇用経済部）

16

⑤「男女が
いきいきと
働いている
企業」三重
県知事表
彰・認証制
度について

「男女がいきいきと働いている企業」表彰
制度に加え、より応募しやすい認証制度を創
設したことは、応募企業の着実な増加につな
がり、雇用の場における男女共同参画意識や
ワーク・ライフ・バランスの普及等に有意義
であった。また、平成23年度に認証企業を対
象とした低利融資の「三重県男女がいきいき
と働いている企業応援貸付」を創設したこと
は、インセンティブとなる。

今後は企業等の自主的な取組を加速するた
めに、表彰・認証企業の優れた取組事例を県
民に周知するとともに、表彰・認証に伴うイ
ンセンティブを充実させ、取組企業を増加さ
せることが必要である。

仕事と家庭の両立や女性の活躍など積極的に取り組む
企業等を「男女がいきいきと働いている企業」として76
社認証し、うち4社を表彰しました。表彰企業の取組事
例については、パンフレットを作成・配布するととも
に、ホームページや機関紙への掲載など広く紹介するこ
とで、より多くの企業に取組が進むよう普及・啓発を行
いました。（雇用経済部）

17

⑥物件関係
入札時の総
合評価方式
における評
価項目につ
いて

総合評価方式による一般競争入札におい
て、男女共同参画の取組等の社会貢献を評価
項目とするよう普及啓発を進めた結果、清
掃・警備業務の評価項目への採用率は100％を
達成した。今後、企業が男女共同参画の取組
を進めるうえでのインセンティブとなるよ
う、対象とする業務の積極的な拡大や男女共
同参画に取り組む企業からの優先的調達を進
めることが求められている。

物件関係（清掃、警備業務等）の総合評価一般競争入
札において、「男女共同参画活動実績」や「次世代育成
支援活動実績」を評価項目とした入札を行いました。
平成26年度総合評価一般競争入札（清掃、警備業務）

実施件数9件（ＷＴＯ案件6件を除く）のうち評価項目設
定は9件設定率100％
平成27年度においても、関係部局における総合評価一

般競争入札の予定を把握するとともに、引き続き当該評
価項目を設定した入札に取り組んでいくよう働きかけを
行います。
平成27年度総合評価一般競争入札（清掃、警備業務）

予定件数5件（ＷＴＯ案件を除く）（出納局）

18

⑦「家庭の
日」の周
知・啓発の
推進につい
て

子どもの育ちにおける家族の絆の大切さを
認識し、社会全体で子育て家庭を支援する地
域社会づくりを目指し、「家庭の日」の周
知・啓発が展開されている。経営者に直接働
きかけたり、協力のメリットを明らかにする
等して、協力事業所の増加に向けた取組を強
化すべきである。

また、「家庭の日」の普及を通じて、企業
におけるワーク・ライフ・バランスについて
も取組が進められることが望ましい。

「子育て応援わくわくフェスタ」(平成27年11月14日
（土）･15日（日）開催予定）等のイベントや会議、県
ホームページなどで、「家庭の日」の趣旨を周知すると
ともに、公益財団法人三重こどもわかもの育成財団と連
携し、家庭の日絵画ポスターの展示などにより「家庭の
日」の啓発に取り組んでいきます。（健康福祉部）
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19

⑧キャリア
教育の推進
について

男女共同参画を進める中で、個人としての
自立について考える力を向上させることが求
められている。そのため、男女ともにキャリ
ア教育が必要であり、特に児童生徒が社会の
中で活躍する女性のイメージを持つことは重
要である。男女共同参画に積極的に取り組ん
でいる企業等での職場体験や企業等で活躍す
る女性を講師に招いて話を聞く等、キャリア
教育を充実させなければならない。

一方、現在就労している女性に対しては、
女性の活躍に向けて環境整備が進む中で、自
らの能力を積極的に生かす意識を高めるため
のキャリア教育が必要である。

平成26年度は、女性管理職のスキルアップを支援する
「女性のためのエグゼクティブリーダートレーニング」
や、業種を超えた女性管理職のネットワークを構築する
ための「働く女性のネットワーキング交流会」、女性の
起業・創業を支援する「女性のための１DAY起業セミ
ナー」等を開催しました。
平成27年度も引き続き、女性のキャリア支援に繋がる

セミナー等を開催します。（環境生活部）

平成26年度は、高等学校において、地域の事業所や上
級学校で活躍する女性を含めた自校の先輩を招き、高校
生活や進路選択、社会人としての生活について話しても
らうことで、生徒が自らの将来について考える機会とな
りました。また、小・中学校においては、女性を含めた
多様な分野で活躍する社会人を講師に招き、職業人とし
て地域貢献や地域産業への思いについて学ぶ機会をつく
りました。また、県教育委員会では、「地域が応援する
キャリアアップセミナ－【女性編】」を開催し、企業で
活躍する女性の話を聞くとともに、ワークショップをと
おし、自己の生き方について考える機会をつくりまし
た。
平成27年度も引き続き、児童生徒が、性別にかかわら

ず、将来やりがいや充実感を持って就労し家庭や地域に
おける多様な役割を果たすことができるよう、地域や社
会で活躍する先輩をモデルに自己の生き方・在り方を考
える機会等の充実を図ります。（教育委員会）

20

①女性農業
委員の登用
について

１農業委員会あたりの女性農業委員数は、
平成22年度末1.79人、平成23年度末1.86人、
平成24年度末1.97人と目標の１農業委員会あ
たり２人の目標達成に近づいているが、市町
によって取組や進捗度合いに格差が生じてい
る。とりわけ、女性農業委員が０人の町に対
しては、委員選任の際に関係団体等と連携し
て女性登用について、積極的に働きかける必
要がある。

これまで、女性農業者および女性起業家の能力開発に
向けた各種研修会の開催や市町農業委員会委員への女性
登用の推進などに取り組んできました。
平成26年度は、各市町に対して、女性農業委員の登用

に関する文書を送付し啓発するとともに、農業委員会事
務局担当者を対象とした研修会において女性登用の推進
を啓発しました。また、女性農業者に対するアドバイ
ザー研修や６次産業化の推進による起業など、人材育成
に取り組んだ結果、1農業委員会あたりの女性農業委員
数は、平成27年3月に2.28人となりました。（農林水産
部）

21

②家族経営
協定の締結
について

専業農家では各世帯員の役割や労働時間、
労働報酬などの就業条件が曖昧になりやす
く、後継者の確保等のためには家族経営協定
の締結推進が不可欠である。しかし、家族経
営締結農家数は平成21年度末273戸、平成22年
度末309戸、平成23年度末319戸、平成24年度
末335戸と増加してはいるものの、まだまだ少
ない状況にある。家族経営協定締結の成功例
や効果を明らかにしてさらなる周知を図った
うえで、締結に向けた支援を行い、締結農家
数を増加させなければならない。

家族経営協定については、農業経営改善や働きやすい
環境づくりのための手法のひとつとして推進していま
す。また、農業経営改善計画の共同申請や後継者への経
営移譲の準備段階において、協定書作成等の支援を行っ
ています。平成26年度末の締結農家数は361戸（対前年
度10戸増）となりました。（農林水産部）
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22

③農村・漁
村女性アド
バイザーの
認定数等に
ついて

農村女性アドバイザーは、今後２～３年の
間に多数の人が定年を迎えるが、引き続き活
動いただくとともに、新たな認定者の確保に
一層取り組まなければならない。

漁村女性アドバイザーは認定数が少なく、
関係団体と連携し認定者の掘り起こしに取り
組む必要がある。また、男女を問わず、従事
者の増加に向けた取組も不可欠である。

これらに加え、活躍している農村・漁村女
性アドバイザーの姿を紹介する等により、認
定数の確保、活動の活性化に努めなければな
らない。

農村女性アドバイザーの認定数は、平成26年度当初は
147名でしたが、平成26年度の新規認定者は10名、退任
者は14名で、平成27年度当初は143名となりました。
新たな農村女性アドバイザーの確保に向け、農家の若

手女性による研修会開催などの取組を支援し、次世代の
アドバイザー候補の育成を図りました。また、農村女性
アドバイザーの活動を活性化するため、小学校における
出前授業の実施や男女共同参画や６次産業化に関する研
修会の企画・実践など、アドバイザーによる主体的な取
組に対する支援を行いました。
漁村女性アドバイザーの認定数は、平成26年度当初と

変わらず平成27年度当初で15名です。引き続き、三重県
漁協女性部連合会及び関係市町との連携、水産業普及指
導員の活動を通じ、漁村女性アドバイザーの認定・育成
の取組を進めます。（農林水産部）

23

④漁業分野
における男
女共同参画
について

漁業分野においては、その仕事の特性もあ
り、男女共同参画は十分に進んでいない。関
係団体と連携し、６次産業化等の新しい取組
の中で女性の視点を積極的に活用し、女性が
活躍できる場の確保等について、取り組んで
いかなければならない。

漁業分野においては、女性による６次産業化等の取組
に活用できる沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業（国
補助事業）について関係者への周知を行っています。さ
らに、水産業普及指導員が、漁協女性部の弁当、総菜の
製造販売、各種イベントでの水産物販売、家庭科の教諭
をめざす家政学部生や小中学生を対象とした干物作り教
室等を支援し、女性が活躍できる場の確保などに取り組
んでいます。
また、海女の収入増大を目指し、海女の漁獲物の付加

価値向上や主な漁獲対象であるアワビや赤ナマコの資源
増大に向けて取り組んでいます。（農林水産部）

24

⑤起業支援
について

経済の活性化につながる女性の活躍のため
に、農林水産業、商工業等にかかる起業とそ
の経営継続の支援が必要である。業種を超え
て自由に意見交換できる人的ネットワークの
構築をはじめ、ニーズに応じた具体的で継続
的な支援を進めていく必要がある。

農業分野における起業支援として、個別に女性起業者
や起業希望者に対して農産加工技術等の指導を行うとと
もに、農業大学校において、農業者のマーケティングス
キル向上に向けた研修を5講座開講しました。（受講生
32人、うち17名が女性。）また、農業改良普及センター
において、マーケティングや６次産業化に関する研修会
を18回開催しました。
漁業分野における起業支援では、女性による６次産業

化や起業の取組に活用できる沿岸漁業リーダー・女性育
成支援事業（国補助事業）について関係者への周知を行
いました。（農林水産部）

商工業の起業・創業として、「みえ地域コミュニティ
応援ファンド」により、平成26年度は、ファンド採択件
数44件のうち７件を女性事業者に対し支援を行いまし
た。平成22年～平成26年度末まででは、ファンド採択件
数183件のうち25件を女性事業者に対し支援を行いまし
た。（雇用経済部）

25

①「家庭の
日」の趣旨
の浸透、啓
発について

家庭は社会を構成する基礎であり、生活の
基本的な場である。「家庭の日」の趣旨が広
く県民に浸透するよう、市町との連携を図り
ながら、より効果的な方法を工夫する等して
周知に取り組まなければならない。

また、ワーク・ライフ・バランス推進の観
点からも「家庭の日」の周知を進めることが
必要である。

「子育て応援わくわくフェスタ」(平成27年11月14日
（土）･15日（日）開催予定）等のイベントや会議、県
ホームページなどで、「家庭の日」の趣旨を周知すると
ともに、公益財団法人三重こどもわかもの育成財団と連
携し、家庭の日絵画ポスターの展示などにより「家庭の
日」の啓発に取り組んでいきます。（健康福祉部）
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26

②「みえ次
世代育成応
援ネット
ワーク」に
ついて

「みえ次世代育成応援ネットワーク」は、
子どもや子育て家庭を社会全体で支えるとい
う趣旨に賛同した地域の企業や子育て支援団
体で構成されている。年に一度開催される
「子育て応援わくわくフェスタ」は毎年多く
の参加者を集めているが、今後は、ネット
ワークが自立した活動を展開できるようにし
ていかなければならない。そのためにもイベ
ント等の参加者や関係者とのつながりを維持
し活用していく必要がある。

なお、ネットワーク会員企業は、「家庭の
日」協力事業所となるよう、発展的な仕組み
にすることも検討すべきである。

「みえ次世代育成応援ネットワーク」会員相互の連携
のため、5月30日(土）に会員総会及び会員交流会等を開
催したほかメールマガジンの発行により会員間の情報共
有を図っていきます。
このほか、会員間での交流の機会の提供に努めている

ほか、「みえの子どもスマイル応援補助金」を創設し、
先駆的で新規性のある子育て支援の取組を行う団体等の
活動が実施する取組を後押ししていきます。
また、平成27年度「子育て応援わくわくフェスタ」

（11/14･15(土･日)開催予定）では、みえ次世代育成応
援ネットワークに参加する企業や団体や地域の皆さんが
一体となり子どもの育ちや子育て家庭を応援するととも
に、少子化対策の取組や支援制度の紹介等を行い、フェ
スタ終了後も、地域において企業や団体のネットワーク
活動が継続して行われることをめざします。
なお、「家庭の日」については、ホームページにおい

て協力事業所の取組事例を紹介しています。（健康福祉
部）

27

③「ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンター」に
ついて

「ファミリー・サポート・センター」につ
いては共働き世帯やひとり親世帯等への子育
て支援策として、今後ますますその役割は重
要になると考えられる。ファミリー・サポー
ト・センターの設置運営主体は市町となって
いるが、特に病児・病後児預かりは働く親に
とって重要な問題であり、各センターが事業
を実施できるよう、市町への支援を積極的に
行わなければならない。

平成27年度から子ども・子育て支援新制度が本格施行
され、市町子ども・子育て支援事業計画に従って、地域
子ども・子育て支援事業として子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事業）を行うことと
なっています。この事業を活用して、病児・病後児の預
かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなど多様なニーズ
への対応が図られるよう、市町を通じて周知していきま
す。（健康福祉部）

28

④保育サー
ビスの充実
促進につい
て

男女が共に安心して働き続けるために、ま
た出産・育児等で退職した女性が再就労する
ためには、延長保育、病児・病後児保育等の
保育サービスの充実が必要である。

保育サービスは主に市町が実施主体となっ
ているが、多様なニーズに応じたサービスが
提供できるよう、市町と連携し、制度を所管
する国への要望を行う必要がある。

また、保育サービスや新たな支援制度の情
報が必要とする人に届くよう、市町に対し積
極的に働きかけるべきである。

地域子ども・子育て支援事業の中に、利用者支援事業
（母子保健型）や一時預かり事業（幼稚園型）等の新た
なメニューが作られており、保育サービスの充実に向け
て市町に対して働きかけています。
また、運営が難しい病児・病後児保育ですが、国庫補

助の基準の見直しについて、国に対して要望を行ったと
ころ、補助基準額に新たな加算メニューが設けられまし
たので、この活用について、市町に働きかけていきま
す。（健康福祉部）

29

⑤介護サー
ビスの充実
促進につい
て

依然として、女性の介護負担は軽減されて
おらず、介護における男女共同参画は進んで
いるとは言えない現状である。また、近年家
族の介護・看護を理由とした離職等も増加し
ている。介護サービスは主に市町が実施主体
となっているが、介護負担を軽減し、女性が
働き続けられるよう、さまざまなサービスの
充実について市町と連携し、制度を所管する
国への要望を行う必要がある。

また、介護サービスの質的向上のため、介
護労働者の労働環境の改善や賃金格差解消な
ど処遇の向上に向け、市町と連携し、引き続
き国等に働きかけなければならない。

介護職員の雇用を安定させ、優秀な人材を確保してい
くためには、介護職員の処遇改善を進めることが必要で
あり、これまで、国は平成24年度の介護報酬改定におい
て、平成21年度に導入された介護職員処遇改善交付金相
当分を介護報酬に移行し、介護職員処遇改善加算を創設
しました。
平成27年度介護報酬改定では、この介護職員処遇改善

加算について、現行の仕組みは維持しつつ、資質向上の
取組、職場環境・処遇の改善の取組を進める事業所を対
象として、更なる上乗せ評価を行う区分が設けられ、加
算の拡充が図られています。
県としても、介護サービスの質的向上のため、介護職

員の人材確保や処遇改善が重要であると認識していま
す。平成27年度介護報酬改定の内容について、3月に事
業者への説明を行いましたが、引き続き事業者への情報
提供を行っていきます。（健康福祉部）
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30

⑥介護を受
ける人の尊
厳を重んじ
た介護サー
ビスの提供
について

介護サービスの提供にあたっては、介護を
受ける人のニーズを把握するとともに、要望
に応じて性別に配慮した対応も必要である。
介護を受ける人の尊厳に対する意識を高める
ために、研修の充実を図らなければならな
い。

介護を受ける人のニーズを的確に把握し、性別にかか
るニーズにも配慮した質の高い介護サービスが提供され
るよう、平成26年度には、認知症実践者研修（214名受
講）、高齢者虐待防止研修等の権利擁護研修（217名受
講）、人権研修（131名受講）等を行っており、引き続
き介護従事者の資質向上に取り組みます。（健康福祉
部）

31

⑧自治会に
おける女性
会長の割合
について

地域における女性自治会長の割合について
は、平成22年度2.3％、平成23年度2.5％、平
成24年度2.6％と低い状況が続いている。自治
会は地域住民の活動の基盤であり、女性自治
会長を増やすためには市町に積極的に働きか
けるべきである。

自治会における女性会長の割合については、地域の男
女共同参画の推進状況を測る重要な指標ととらえてお
り、男女共同参画進捗状況調査等でその動向を注視して
います。
自治会長への女性登用が進むよう、市町訪問の際に働

きかけを行い、地域において女性が参画する機会が増え
るよう取り組んでいきます。（環境生活部）

32

⑨防災分野
における男
女共同参画
の取組につ
いて

東日本大震災においては、女性の視点が十
分でなかったことにより、避難所の運営等の
災害対応においてさまざまな問題が生じた。
地域における防災対策では、災害時において
も平常時においても、男女共同参画の視点を
取り入れた取組を進める必要がある。

その趣旨からも県防災会議における女性委
員の増加や「みえ防災コーディネーター」養
成講座を女性限定で開催したことは適切な取
組として評価できる。今後はこうした人材の
活用や地域の防災活動への女性の一層の参画
に向けて市町と連携して取り組まなければな
らない。

地域において防災分野で女性が活躍するこ
とがきっかけとなり、平時のさまざまな地域
活動においても、女性がリーダーシップを取
ることにつながることが期待される。

平成27年度も引き続き、「みえ防災・減災センター」
において、「女性を中心とした専門職防災研修」を開講
するとともに、女性を優先したみえ防災コーディネー
ターの新規育成を行い、災害現場における男女共同参画
の促進を図ります。育成講座においては、カリキュラム
に地域での実践活動を取り入れ、地域で認知され、地域
にとけ込んだ活動ができる人材の育成を図ります。ま
た、育成した防災人材の活動を促進するため、育成者の
ネットワークづくりに対する支援を行うとともに、新た
な防災人材活用の仕組みとして設けた、「みえ防災人材
バンク」の充実を図り、防災現場での人材活用や地域の
防災活動への参画を促進します。（防災対策部）

平成26年度も引き続き、地域リーダー養成講座を開催
し、「防災」を切り口に男女共同参画の視点を持って地
域で活躍する人材の育成を図りました（参加者数 延べ
84人）。
平成27年度は、三重県男女共同参画センターにおい

て、この人材育成講座で培ったものを活用し、地域で男
女共同参画を推進する講座「フレンテトーク」のテーマ
の１つとして展開していきます。（環境生活部）

33

⑩ＮＰＯ等
との連携・
協働につい
て

地域において男女共同参画を推進するため
に、さまざまな立場の人々が幅広く力を合わ
せて取り組む必要がある。市町と連携して情
報発信や交流の場づくり等に積極的に取り組
み、ＮＰＯ等多様な主体との連携・協働を活
発化する必要がある。

平成26年6月に開催されたファザーリング全国フォー
ラムや11月に開催した男女共同参画フォーラム等の場に
おいて、分科会開催や各種パネル展示等を行い、ＮＰＯ
等多様な主体の発表の場を設けました。
地域において男女共同参画を効果的に推進するには、

ＮＰＯ等多様な主体と連携・協働した取組も必要である
ことから、引き続き市町にも情報発信や交流の場づくり
を働きかけていきます。（環境生活部）
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34

①生涯を通
じた男女の
健康支援に
ついて

ＮＰＯや企業等と協働し、乳がんや子宮頸
がんについて啓発を強化している点は評価で
き、引き続き今後の受診率向上につながる効
果的な取組を行う必要がある。学齢期や周産
期を含めた生涯を通じた健康支援に総合的に
取り組み、性差医療に関する知識の一層の普
及に努めなければならない。

三重の健康づくり基本計画「ヘルシーピープルみえ・
２１」に基づき、各分野において性別や年齢ごとの課題
に対応した取組を推進しています。
がんについては、がん対策推進条例に基づき、女性特

有のがん（子宮頸がん、乳がん）をはじめとするがんの
知識の普及や、がん検診の受診率向上に向けた取組を、
企業やＮＰＯ法人などと協働で推進しています。
こころの健康については、関係機関や民間団体等と連

携し、対象に応じた取組を実施しています。自殺率が増
加傾向にある若年層には出前授業による自殺予防教育
を、自殺者数の多い中高年層には企業に出向きストレス
や不眠、アルコールに関する講座を行っています。
また、自殺のハイリスク者である自殺未遂者の再企図

防止に向けた支援体制づくりを関係機関と連携して進め
ています。
食生活・栄養：自ら健康的な食生活をおくれるよう

に、地域で食育活動を行う企業や団体など多様な主体と
連携し、食事バランスガイドの活用、野菜摂取の推進等
の普及啓発を行いました。
歯・口腔： 「三重県口腔保健支援センター」を中心

に、市町における妊産婦歯科保健対策を支援しました。
 ・妊産婦対象のリーフレット「母と子の歯っぴいライ
フ」を作成。全市町で母子手帳とともに渡していただい
ています。
 ・平成26年度妊産婦歯科健診・保健指導実施市町数25
（健康福祉部）

35

②女性が安
心して妊
娠、出産で
きる医療体
制の整備に
ついて

女性が安心して妊娠、出産できる環境の実
現に向けて、産科医・小児科医の確保と偏在
の解消、助産師の育成・資質向上と活用を促
進しなければならない。

なお、産科・小児科を志す医学生を増やす
ため、産科・小児科の魅力を伝える等の工夫
も必要である。

産科医、小児科医を含む医師確保の取組として、
○医師無料職業紹介事業
・H25.10.1～H27.6.30 新規問い合わせ数：7件、成約
数：4件（常勤1件、非常勤3件）
○修学資金貸与制度の運用
・平成26年度新規貸与者：55名（H27.6.30現在貸与者累
計481名（返還者を除く））
○地域医療教育の充実
・へき地医療体験実習の開催 平成26年8月20日～23日
・へき地医療研修会の開催（大台町）平成26年8月23日
～24日
・県内全市町での保健教育活動の実施（9月～12月）
○地域医療研修センター事業
・平成26年度研修医受入結果 紀南病院：23名、桃取診
療所：2名
○三重県地域医療支援センター事業
・医師需給状況調査の実施、小児科、産婦人科を含む17
基本領域の後期臨床研修プログラムの作成等。
・平成26年5月9日、三重大学において、産婦人科、小児
科を含む新たな専門医制度にかかる講演会を実施。
◯「おいないねっと コソダテinfo.」ホームページ
・医療機関における子育て支援情報の提供等実施。
◯子育て医師等復帰支援事業
・8病院の子育て医師等の復帰・定着促進の取組を支援
した。

助産師の養成・確保については、平成26年度も助産師
養成所への運営支援を実施し、平成27年3月末には新た
に30名が助産師として県内に就業しました。また、助産
師が専門性を発揮し、安心してお産ができる環境整備を
図るため、「助産師養成確保に関する懇話会」を開催し
検討を行いました。さらに、助産師の資質向上のための
研修会を実施し、新人助産師合同研修で31名、助産師
（中堅者・指導者）研修で34名の参加がありました。平
成27年度も引き続き、養成所への運営支援、懇話会の開
催や資質向上のための研修会を実施する予定です。（健
康福祉部）
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36

③不妊専門
相談セン
ターについ
て

三重県不妊専門相談センターについては、
効果的に広報を行い、相談事業等の周知に取
り組まなければならない。今後の相談件数の
増加に対応するため、不妊専門相談員の確保
と育成に取り組まなければならない。

平成27年6月末時点で、241件の相談がありました
（26/7月～27/3月：173件。27/4月～6月：68件）。相談
内容は、不妊に関する医療情報や治療に関する悩み等で
す。
不妊治療助成制度を周知するリーフレットや不妊専門

相談センターを紹介するカードを作成し、市町、保健
所、医療機関（産科）等の関係機関へ配布しました。
また、不妊治療をテーマとした講演会を１回、不育症

をテーマとした講演会を1回、不妊治療を受ける方の交
流会を１回開催しました。
  相談体制の充実に向けては、研修等の委託を行ってい
る看護大学の教員の助言を受けるととともに、不妊症看
護認定看護師の協力をいただけるよう所属病院と調整を
図っています。（健康福祉部）

37

④ひとり親
家庭に対す
る支援につ
いて

ひとり親家庭については、多様な支援事業
や制度があり、周知方法を工夫しなければな
らない。特に、父子家庭において支援が行き
届いていないことが多く、支援を必要とする
時にスムーズに利用できるよう、より丁寧な
情報提供が求められる。

各市町が発送する対象家庭への通知文書に、ひとり親
家庭に対する支援事業についてのお知らせを同封するな
どして事業の周知を図ります。
また、母子福祉センターのホームページへも各種事業

を掲載するなど、情報提供を行っています。
今年度は、父子家庭の父からの相談に対応するため、

母子・父子自立支援員等を対象とした研修を実施しま
す。（健康福祉部）

38

①関係機関
との連携に
ついて

配偶者からの暴力防止等連絡会議の開催だ
けでなく、さらに連携を進めるため、配偶者
暴力相談支援センター、医療機関等関係機関
相互の情報共有、通報体制の確保に取り組ま
なければならない。

また、家庭内でＤＶを目撃することは子ど
もにとって心理的な虐待であり、ＤＶが子ど
もの心身に大きな影響を与える。ＤＶと児童
虐待については関連性が強いことから、児童
相談所等との連携も不可欠である。

平成26年度は、市の相談員、司法、警察署、医療機
関、児童相談所、学校等による地域ＤＶ防止会議を5回
開催し、関係機関との情報共有、連携体制の確保を図り
ました。
環境生活部主催の性犯罪・性暴力被害者支援事業にか

かる会議（平成27年5月）に出席し、関係機関との情報
共有を図りました。（健康福祉部）

39

②ＤＶに関
する正しい
理解と意識
の浸透につ
いて

ＤＶに関しては、徐々に理解は進んでいる
ものの、一層の正しい理解やＤＶを許さない
という意識の浸透が必要である。

また、暴力を伴わない人間関係を構築する
ためには、幼い頃からの教育が重要であるこ
とから、健康福祉部と教育委員会との密接な
連携が不可欠である。

さらに、外国人住民に対する多言語による
啓発や通訳者にＤＶの知識を身に付けてもら
うための研修を実施する必要がある。

平成26年度は、11月の「女性に対する暴力をなくす運
動」期間中に、ＤＶ防止に関する情報を広報紙等へ掲載
するとともに、街頭啓発を県内23か所で実施し、ＤＶに
関する啓発を行いました。
今後も、警察、司法、医療、福祉等の関係機関による

県ＤＶ防止会議や地域ＤＶ防止会議において情報共有を
図るとともに、今後の取組について連携していきます。
また、外国人ＤＶ被害者の支援に必要な通訳者に対す

る養成研修やフォローアップのための研修の開催を検討
していきます。（健康福祉部）

「女性に対する暴力をなくす運動」期間中(11/12-25)
に警察、市町及び関係機関等と連携した街頭啓発を行う
とともに、三重県男女共同参画センターでは「女性に対
する暴力防止セミナー」を開催しました。
名刺サイズのＤＶ相談先カードを公共施設やコンビニ

エンスストア、ショッピングセンター等、県内616か所
に配布し、ＤＶ被害者の身近なところで相談・支援先の
情報提供を行いました。また、日本語のほかに英語、ス
ペイン語、ポルトガル語等６ヶ国語版も配布し、外国人
ＤＶ被害者にも相談・支援機関の情報が提供できるよう
にしました。
若年層への啓発として、教育委員会の協力を得てデー

トＤＶ防止パンフレットを各県立高校１年生（全日制、
約14,000人）に配布しました。また、三重県男女共同参
画センターでは、県内の中学校・高校へ講師を派遣し、
デートＤＶの防止を目的とした啓発を行いました。
これらの取組を通じてＤＶに関する正しい理解の普及

や相談・支援機関の周知を図ります。（環境生活部）
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40

③ＤＶ被害
者に対する
相談、支援
の充実につ
いて

ＤＶ被害に関する相談件数は、女性相談所
等や警察本部を合わせると毎年度1,500件を超
える状況である。女性相談所、福祉事務所、
市町の相談窓口等、身近で相談しやすい体制
を確立するとともに、被害者に対する必要な
支援を的確に行わなければならない。

なお、被害者の個人情報の保護について
は、相談員だけでなく、関係情報を扱う部署
の職員にも十分な意識を持たせなければなら
ない。

平成26年度は婦人相談員の資質向上を図るため年4回
の研修を実施するとともに、平成26年11月には、男性の
ＤＶ被害者への相談対応研修も実施しました。(37人参
加）
また、平成27年6月に行った市町主管担当係長会議及

び女性相談員研修には47人が参加し、被害者支援のあり
方等について研修を行いました。
今後も研修により、被害者への支援のあり方や個人情

報の保護について、女性相談員等に徹底していきます。
（健康福祉部）

41

④ＤＶ被害
者の自立に
向けた支援
について

一時保護後のＤＶ被害者に対しては、相
談、住居確保、就労支援等多岐にわたる自立
支援が必要となる。被害者の置かれている状
況に即した自立支援が行えるよう、福祉事務
所、ハローワーク、ＮＰＯ等との密接な連携
を図らなければならない。

市町の窓口となっていただく女性相談員等を対象に、
平成27年6月に研修会を開催し、県の施策等について情
報提供を行いました。
今後も、研修会において自立のための各種施策の情報

提供等に努めるとともに、連携を図っていきます。（健
康福祉部）

42

⑤デートＤ
Ｖ（若年層
における交
際相手から
の暴力）に
ついて

三重県男女共同参画センターが昨年度実施
したデートＤＶに関するアンケート調査で
は、交際経験のある高校生・大学生の約４人
に１人、女性では約３人に１人にデートＤＶ
の被害経験があると報告されている。デート
ＤＶの防止に向け、出前講座等により中学
生、高校生、大学生等の若年層を対象とした
啓発を充実しなければならない。

学校においては、さまざまな教育機会を捉
えてデートＤＶの防止について啓発を行うと
ともに、校内における相談体制の充実を図ら
なければならない。

平成26年度は、11月の「女性に対する暴力をなくす運
動」期間中において、県内23か所で街頭啓発活動を行
い、若年層へも啓発を行いました。（健康福祉部）

若年層への啓発として、教育委員会の協力を得てデー
トＤＶ防止パンフレットを各県立高校１年生（全日制、
約14,000人）に配布しました。
また、県立高校等でデートＤＶの防止を目的とした啓

発講座を、三重県男女共同参画センターの「フレンテ
トーク」により実施しました。
今後も、同センターが実施する「フレンテトーク」を

活用して、デートＤＶ防止に向けた啓発を実施します。
（環境生活部）

平成27年度は、スクールカウンセラーを小学校338
校、中学校157校、高等学校36校に配置し、スクール
ソーシャルワーカーを県立高校8校に配置するととも
に、県庁配置されている8名のスクールソーシャルワー
カーを要請に応じて派遣しています。必要に応じて対応
できるよう、今後も相談体制を継続していきます。
県立学校で人権学習指導資料「気づく つながる つ

くりだす」を活用した、デートＤＶを防止するための学
習が進められました。引き続き、研修やホームページを
通じて、デートＤＶの実態や防止策を教職員に情報提供
し、学校での取組を支援していきます。（教育委員会）

43

⑥ＤＶ加害
者更生に関
する取組に
ついて

ＤＶ加害者の更生・再犯防止に関する取組
の充実が望まれる。内閣府が調査研究に取り
組んでいる加害者更生について、その動向を
注視し、情報収集に努めなければならない。

国は、社会内における加害者更生のプログラムの課題
とあり方を検証するため、平成27年5月に全国都道府県
にアンケート調査を行っており、引き続き、国における
ＤＶ加害者の更生プログラムの調査研究の結果を注視
し、情報収集に努めていきます。（健康福祉部）
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44

⑦犯罪被害
者支援につ
いて

警察本部および公益社団法人みえ犯罪被害
者総合支援センターにおいては、犯罪被害者
支援に関するさまざまな取組を行っている。
被害者の個人情報の保護を徹底するととも
に、被害者の立場に立った支援に努めなけれ
ばならない。

また、男女共同参画の視点を取り入れた外
国人住民の犯罪被害者のための支援マニュア
ルの多言語化を引き続き進めなければならな
い。

警察においては、捜査と並行して事件発生直後から、
犯罪被害者等への付添い、捜査の流れの説明、要望の聴
取等の直接的な支援を行う被害者支援要員234人を各警
察署及び交通部高速道路交通警察隊に配置し、犯罪被害
者等の多様なニーズに的確に対応したきめ細かい支援を
行っています（平成26年度の被害者支援要員運用状況：
276件）。

捜査過程における犯罪被害者等の経済的負担等を軽減
するため、犯罪被害者等に対し、診断書料等の公費負担
制度を適切かつ確実に教示し、犯罪被害者等の立場に
立った効果的な運用に努めました（平成26年度の運用状
況：49件）。

また、平成27年度から臨床心理士資格を持つ職員を採
用し、女性を中心とした性犯罪被害者の支援にも配意す
ることとしました。

公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターとの連
携強化、必要な支援・協力を通じて、犯罪被害者等への
付添い、カウンセリング等の支援活動の充実に努めると
ともに、併せて、関係機関・団体との連携強化を図りま
した（平成26年度の支援センターによる支援状況：390
件）。

犯罪被害者等の心情の理解を深めるとともに、個人情
報の適切な管理を徹底するため、各警察署等に対する巡
回指導等を通じて、警察職員の意識啓発に努めました
（平成26年度の巡回指導等実施回数：39回）。

外国人の犯罪被害者を支援するため、新たにスペイン
語版「被害者の手引」を作成し、各警察署等に配布しま
した。引き続き、外国語版「被害者の手引」や犯罪被害
者等への対応マニュアルの充実を図り、犯罪被害者等支
援の更なる充実に努めます。（スペイン語版「被害者の
手引」作成数：1,500部） （警察本部）

45

①県のあら
ゆる施策へ
の男女共同
参画の視点
の反映と職
員への男女
共同参画意
識の普及

県のあらゆる施策への男女共同参画の視点
の反映について、未だ十分に進んでいない状
況にあり、総合行政による一層の取組を引き
続き各部局へ働きかけていく必要がある。

また、県が率先して男女共同参画社会にふ
さわしい職場づくりを推進していくにあたっ
て、すべての職員が男女共同参画の視点を持
つことが不可欠であり、研修等を通じて理解
や必要性を継続して訴えなければならない。

男女共同参画推進会議幹事会等の庁内会議を活用し
て、県附属機関等の委員への積極的な女性登用や男女共
同参画審議会による提言を踏まえた施策の推進を各部局
に働きかけました。
また、職員を対象にした人権研修や職員研修を通じ

て、男女共同参画への理解を深めました。（環境生活
部）

46

②市町に対
する働きか
けについて

市町では、男女共同参画についての取組に
対する温度差、進捗度合の格差が依然として
みられる。また、市町の職員数にかかわら
ず、男女共同参画に関して専任体制がなかっ
たり、専任職員が減少しているところもあ
る。県と市町との連携を強化し、男女共同参
画の推進に協働して取り組むことが不可欠で
あることから、今後も市町の訪問等により、
ニーズを把握し、各々の実情に応じた支援を
行い、地域における男女共同参画の推進につ
なげなければならない。

市町主管課長会議を２回開催し、情報共有等を行うと
ともに市町審議会等への女性登用を働きかけました。ま
た、市町担当職員を対象とする男女共同参画に関する研
修会を開催し、資質向上に努めました。（研修会３回開
催）
市町に働きかけて啓発事業を共催で開催し、男女共同

参画の推進に市町と協働して取り組みました。
男女共同参画計画の策定支援を行った結果、県内全て

の市町で基本計画が策定されました。（環境生活部）
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③特定事業
主行動計画
の推進につ
いて

県において、特定事業主行動計画に基づ
き、育児参加休暇、学校等行事休暇制度の創
設等の取組が進められている。また、部局長
等の組織マネジメントシートに男性職員の育
児参加休暇や育児休業の取得率の目標が設け
られたことは、トップマネジメントによる新
たな取組として評価できる。引き続き、男性
職員の育児参加休暇や育児休業の取得が増加
するよう、知事がリーダーシップを発揮する
とともに、労使協働委員会等も活用して職場
風土づくりに取り組んでいかなければならな
い。

今後とも、市町、企業などに対し、県はモ
デルケースとなるよう率先して取り組んでい
く必要がある。

平成27年4月に特定事業主行動計画「次世代育成支援
のための行動計画」（第2次前期計画）を策定しまし
た。第2次前期計画の策定にあたっては、県内全域にお
いて、中央労使協働委員会男女協働小委員会地域別懇談
会を開催し、意見交換のうえ、男性の育児休業取得率
25%（後期計画10%）、男性の育児参加休暇取得率100%
（後期計画100%）を目安とする指標として定めました。
本計画に基づき、特に、男性も子育ての当事者として

積極的に育児を行うことが、女性の継続就業、キャリア
アップ支援につながるという観点から、男性の育児休業
取得をはじめとする諸制度のさらなる利用促進に係る取
組を進めるとともに、男女がともに子育てに関わること
ができるよう長時間労働の改善に取り組んでいきます。
また、子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組、
イクボスの推進等についても新規項目として加え、今
後、さらに取組を推進していきます。（総務部）

47

教育委員会では、平成26年度、次世代育成支援推進委
員会等の議論を経て、第三期特定事業主行動計画「子育
て支援アクションプラン」を策定しました。
計画の目標達成にむけて、教育長の組織マネジメント

シートに男性の育児参加休暇取得率等の目標を設定し、
「子育てのための休暇取得プログラム」を活用した次世
代育成の推進に組織をあげて取り組んでいます。
その他、職場における次世代育成を支援する意識の醸

成をはかるため、子育て支援制度のリーフレットや父子
健康手帳などを配付するとともに、教育委員会事務局
「職場体験デー」の実施、次世代育成支援に関するネッ
トＤＥ研修の講座の普及などに取り組んでいます。（教
育委員会）

警察本部では、次世代育成支援対策推進法の有効期限
が延長されたことに伴い、平成27年度からの「第三期次
世代育成支援行動計画」を策定しました。同計画では従
来の目標に「配偶者出産休暇」と「育児参加休暇」の取
得率を新たに盛り込み、男性職員が育児に参加しやすい
職場づくりを促進するとともに、新たな取組項目とし
て、「子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組」
を設定しました。また、全職員の意識付けと着実な推進
を図るため、職員向けの執務資料を作成しました。
このほか、女性警察官が出産や育児を経ても働きやす

い職場環境を構築するため、男性幹部職員を始めとする
全職員の意識改革を図ることなどを目的に、男性幹部職
員研修及び女性警察官スキルアップ研修（平成26年10
月）を開催し、約80人が参加しました。（警察本部）
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